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   「児童生徒の自殺が起きたときの背景調査の指針チェックリスト」の活用 

について(通知) 

 このことについて、文部科学省初等中等教育局児童生徒課から、別添写しのとおり事

務連絡がありましたので通知します。 

 児童生徒の自殺又は自殺が疑われる死亡事案については、各学校及び市町村教育委員

会において、令和７年12月に改訂された「児童生徒の自殺が起きたときの背景調査の指

針（以下「新指針」という。）に沿って対応を行っていただいているところですが、こ

のたび、新指針に沿った背景調査を進める上で、対応に漏れが生じることがないよう、

新指針に記載されている基本的な項目を時系列でまとめたチェックリストが示されま

した。 

 つきましては、各学校及び市町村教育委員会において、本通知の内容に留意しながら、

本チェックリストも活用し、遺漏なく新指針に沿った対応を行っていただきますようお

願いします。 

 なお、新指針に関するオンライン行政説明が行われますが、視聴する際は、参加者本

人により登録フォームへの入力をお願いします。 

 

（生徒指導係）  

                                

様 



事  務  連  絡  

令和８年４月８日  

各都道府県教育委員会指導事務主管課  

各指定都市教育委員会指導事務主管課  

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課  

附属学校を置く各国公立大学法人担当課 御中 

小中高等学校を設置する学校設置会社を  

所轄する構造改革特別区域法第12条  

第１項の認定を受けた各地方公共団体の担当課  

 

 

文部科学省初等中等教育局児童生徒課 

 

 

「児童生徒の自殺が起きたときの背景調査の指針チェックリスト」 

の活用について（周知） 

 

 

平素より、文部科学行政に御理解・御協力を賜り感謝申し上げます。 

文部科学省においては、令和７年12月、「児童生徒の自殺が起きたときの背景調査の

指針」（以下「新指針」という。）への改訂を行い、周知をしており、令和８年２月１

日以降に発生した児童生徒の自殺又は自殺が疑われる死亡事案については、新指針に沿

った対応を行っていただいているところです。 

このたび、各学校及びその設置者が、新指針に沿って背景調査を進める上で、対応に

漏れが生じることがないよう、新指針に記載されている基本的な項目を時系列でまとめ

たチェックリストを作成しました（別添資料参照）。 

各学校及びその設置者におかれては、下記の点に留意しながら、本チェックリストも

活用し、遺漏なく新指針に沿った背景調査を行っていただきますようお願いします。 

本件について、都道府県・指定都市教育委員会担当課におかれては所管の学校及び

域内の市（指定都市を除く。）区町村教育委員会等に対して、都道府県私立学校主管

部課におかれては所轄の学校法人及び私立学校に対して、附属学校を置く国立大学法

人及び附属学校を置く公立大学法人にあっては附属学校に対して、構造改革特別区域

法（平成14年法律第189号）第12条第１項の認定を受けた地方公共団体の学校設置会

社担当課におかれては所轄の学校設置会社及び認可した学校に対して、周知していた

だくとともに、適切な対応がなされるよう特段の御配慮をお願いいたします。 

 

 

記 

 

 

【チェックリスト活用時の留意事項】 

○ 本チェックリストは、新指針に記載されている基本的な項目についてまとめ

たものであり、実際の対応に当たっては、新指針及び「子どもの自殺が起きた

「児童生徒の自殺が起きたときの背景調査の指針」（令和７年12月改訂）に基づ

く対応のチェックリストを作成しましたので、活用をお願いします。また、チェ

ックリストの活用を含めた新指針に関するオンライン行政説明を実施します。 

㊢



ときの緊急対応の手引き」（平成22年３月文部科学省）等をよく確認した上で

対応してください。 

○ 「（確認：○年○月○日、確認者  ）」欄については、新指針に沿った対

応がされていることを組織的に確認するために設けているものです。背景調査

の進捗状況を定期的に確認する際、確認者の肩書を記載するなどして使用され

ることを想定しています。 

○ 「【説明日・説明者・説明相手などの記録欄】」については、新指針におい

て遺族に説明することとされている点について、いつ、誰から誰に対して、ど

のような内容を説明したかを記録するために設けているものです。記載例も御

参照ください。 

○ チェックリストⅠについては、実際に自殺又は自殺が疑われる死亡事案が生

じた場合に、速やかな事後対応と背景調査が行われるよう、平常時からの備え

に漏れがないかを確認するためのものであり、すべての学校及びその設置者に

おける点検で活用可能です。 

 

【新指針に関するオンライン行政説明】 

新年度となりましたので、以下のとおり、本チェックリストの活用も含めて、

改めて新指針に関するオンライン行政説明を行います。参加者の状況把握（自治

体名・役職等）のために、視聴される方は、登録フォームへの入力に御協力をお

願いします。 

 

（１）開催日時 

４月20日（月）15時30分～16時30分 

 

（２）配信ＵＲＬ 

https://youtube.com/live/m3YmM_iLnZE?feature=share 

※ 説明会終了後、上記ＵＲＬからアーカイブ動画を視聴することができま

す。（視聴可能期間：～4月30日（木）） 

※ 当日説明に用いるスライドは、主に新指針の記載内容を抜粋したものにな

りますので配付はいたしません。行政説明視聴時には、文部科学省ＨＰに掲

載されている新指針を御参照ください。 

 

（３）登録フォーム 

https://forms.office.com/r/wFa73E5tV4 

※ 登録フォームへの入力は視聴後でも可能です。 

 

（４）参加対象 

原則、以下の方を想定しています。特に、新年度から新たに生徒指導担当に

着任された方におかれましては、積極的に御参加いただくようお願いします。 

 

【公立学校関係】 

都道府県・指定都市・市区町村教育委員会生徒指導担当指導主事及び学校の管

理職・生徒指導担当者等 

【私立学校関係】 

https://youtube.com/live/m3YmM_iLnZE?feature=share
https://forms.office.com/r/wFa73E5tV4


都道府県私立学校主管課の担当者及び学校の管理職・生徒指導担当者等 

【附属学校を置く国立大学関係】 

附属学校（小・中・高等学校、中等教育学校及び特別支援学校）を置く国立大

学法人担当課の担当者及び学校の管理職・生徒指導担当者等 

【附属学校を置く公立大学関係】 

附属学校（小・中・高等学校、中等教育学校及び特別支援学校）を置く公立大

学法人担当課の担当者及び学校の管理職・生徒指導担当者等 

【株式会社立学校関係】 

小中高等学校を設置する学校設置会社を所轄する構造改革特別区域法第１２条

第１項の認定を受けた各地方公共団体の担当課の担当者及び学校の管理職・生

徒指導担当者等 

 

【添付資料】 

○児童生徒の自殺が起きたときの背景調査の指針チェックリスト 

 

【参考資料】 

○児童生徒の自殺が起きたときの背景調査の指針（令和７年12月） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1408019.htm 

 

【本件担当】 

文部科学省初等中等教育局児童生徒課 

生徒指導室生徒指導企画係 

電話：０３－５２５３－４１１１（内線：３２９８） 

０３－６７３４－３２９８（直通） 

Ｅ－mail：s-sidou@mext.go.jp 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1408019.htm
mailto:s-sidou@mext.go.jp


チェックポイント チェック

⾃殺のほのめかしや深刻な⾃傷⾏為など、⾃殺やその他の重⼤な危険⾏為の予兆を捉えた際に、必要に

応じて、保護者と情報共有しつつ、校⻑をリーダーとする「校内連携型危機対応チーム」を組織し、危険

度に応じた対応を⾏えるよう、平常時に、危機対応のための体制づくりやマニュアルづくり等を進めて

いる。

□

全ての教職員が児童⽣徒の⾃殺のサインを⾒逃すことなく、的確な対応ができるよう、「教師が知って

おきたい⼦どもの⾃殺予防」や、「⽣徒指導提要」を参考に、児童⽣徒の⾃殺予防に関する校内研修を

実施している。

□

医療機関、福祉機関等（例：児童相談所、精神保健センター、こども家庭センター）の関係機関との連

携をより効果的に進めるために、平常時から地域にどのような関係機関があるのかを把握し、⽇常的に

連携する体制を構築している。

□

「SOSの出し⽅に関する教育」を含めた⾃殺予防教育を実施すること等により、児童⽣徒⾃⾝が⼼の変

化や危機に気付き、⾝近な信頼できる⼤⼈に相談できる⼒を培うとともに、児童⽣徒が安⼼してSOSを

出すことのできる環境の整備に努めている。

□

児童⽣徒の異変を感じ取った際は、学校内で速やかに情報を共有し、スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカー等とも連携して対応することができるよう、教育相談体制の充実を図っている。
□

チェックポイント チェック

学校の設置者の備え

児童⽣徒の⾃殺予防及び児童⽣徒の⾃殺が起きたときの緊急対応に関して、学校関係者を対象とした研

修の充実に努め、専⾨家の助⾔を得られる体制の整備等、危機対応の体制整備を⾏っている。
□

詳細調査を⾏う調査組織には、公平性・中⽴性が求められており、専⾨家や第三者として調査に参画する

調査委員を迅速に確保できるよう、各地⽅公共団体の⾸⻑部局とも連携しつつ、弁護⼠、医師、学識経

験者、⼼理・福祉の専⾨家等が所属する職能団体や⼤学、学会等との連携体制の構築に取り組んでい

る。

□

【国公⽴⼤学附属学校及び私⽴学校の場合】

単独で職能団体等と連携して、事前に調査委員の候補となり得る者を整理・確認することが難しい場合も

想定されることから、学校が所在する地⽅公共団体や所轄庁に⽀援を求め、職能団体等を通じた委員候

補者の推薦⼿順や背景調査に係る知⾒を求めることができる関係を構築している。

□

都道府県教育委員会の備え

都道府県教育委員会の担当者が域内の市区町村⽴学校の事案も適切に把握し、知⾒を共有できる体制と

するなど、万が⼀に備えた危機管理体制を整えている。
□

市区町村⽴学校の事案に対しても、積極的に職員を派遣できるような体制を構築している。 □

域内の市区町村教育委員会が詳細調査の実施に当たって適切な⼈材を確保できない場合を想定して、職

能団体等と連携して調査委員候補者の推薦を得るための⼿順や候補となり得る者を整理・確認しておくと

ともに、域内の市区町村教育委員会に対して情報提供を⾏うなどの連携をしている。

□

令和８年４月作成

２．学校の設置者等における平常時からの備え（ｐ13〜14 参照）

【チェックリストⅠ】平常時からの備え

１．学校における平常時からの備え（ｐ11〜12  参照）

※ 本チェックリストは、「児童⽣徒の⾃殺が起きたときの背景調査の指針」（ 以下指針）に記載されている基本的な項⽬についてチェックリスト形式にま

とめたものであり、実際の対応に当たっては、指針及び「⼦どもの⾃殺が起きたときの緊急対応の⼿引き」（平成22年３月文部科学省） 等をよく確認

した上で対応すること。

児童生徒の自殺が起きたときの背景調査の指針    チェックリスト

［確認：〇年〇月〇日、確認者 ］

［確認：〇年〇月〇日、確認者 ］



チェックポイント チェック

⾃殺が起きた後の事後対応として、関係者（遺族、児童⽣徒、教職員等）の⼼のケアを背景調査と並⾏

して⾏うことができる体制を整えた。
□

⼼理の専⾨家等の助⾔を得ながら、調査に先⽴って、参考資料２－１及び２－２を踏まえ、特に配慮の

必要な児童⽣徒をリストアップし、教職員及び調査組織で共有するとともに、特に配慮の必要な児童⽣

徒については、聴き取り調査の前後に⼼理の専⾨家等が関わってケアする体制を整えた。

□

学級担任や部活動顧問等、強く影響を受けている教職員がいないか確認した。 □

児童⽣徒や教職員等への⼼のケアの実施のために、「校内連携型危機対応チーム」を核とした、教育委

員会等、専⾨家、関係機関（精神保健部局や医療機関等）との連携・協働に基づく「ネットワーク型緊

急⽀援チーム」を⽴ち上げた。

□

チェックポイント チェック

事案発⽣（認知）後、速やかに遺族に連絡し、連絡窓⼝となる教職員を置いた。 □

様式 1 を活⽤し、背景調査等（災害共済給付制度については第４章第３節参照）について遺族へ説明す

るとともに、相談窓⼝の⼀覧を提⽰した。
□

遺族の⼼のケアという観点から、当該校配置のスクールカウンセラーのみならず、精神保健部局や関係

する職能団体、医療機関等に援助を求め、⽀援体制を整えた。
□

⾃殺の事実を他の児童⽣徒をはじめとする外部に伝えるに当たって、遺族から了解を得る必要があるこ

とから、遺族に確認をとった。

※遺族からその了解を得られなかった場合や、⾃殺と異なる死因を伝えるよう求められた場合であっても、学校が虚偽の説明をすると児

童⽣徒や保護者の信頼を失いかねない。そのため、「急に亡くなられたと聞いています」といった表現に留めるなどの⼯夫が必要であ

る。（「事故死であった」、「転校した」などと伝えてはならない。）

□

調査で集まってきた情報はどの段階でどの程度説明できることになるか、背景調査において具体的にど

んな困難があるかなど、遺族に対してあらかじめ説明した。
□

チェックポイント チェック

報道対応の担当者（基本的には校⻑や教頭等の管理職）を決めて、正確で⼀貫した対応を⾏う体制を整

えた。
□

報道対応の内容について、あらかじめ遺族に丁寧に説明した。また、報道機関に伝えることができる情

報の範囲を遺族に確認した。
□

チェックポイント チェック

背景調査の実施に必要な学校作成資料等の収集・整理を開始した。 □

学校の設置者⼜は学校が定める⽂書管理規則等に基づき、関係資料の保存期間や保存⽅法を明確に定め

ている。
□

【チェックリストⅡ】事案発⽣から数⽇以内の緊急対応

１．関係者の⼼のケア（ｐ7〜８  参照）

２．遺族との関わり（ｐ８〜９  参照）

３．報道等への対応（ｐ９参照）

４．資料の収集・保存（ｐ10  参照）

【２．と３．に係る説明日・説明者・説明相手などの記録欄】

（例） 令和8年○月○日、午後○時～○時、スクールカウンセラースーパーバイザー同席のもと、○○高等学

校長より遺族(両親。祖父も同席)に対して「２．遺族との関わり」「３．報道等への対応」に記載の内容につい

て説明を実施。

［1.から4．までの確認：〇年〇月〇日、確認者 ］



チェックポイント チェック

警察との協⼒や、亡くなった児童⽣徒と関わりのある関係機関（これまで対応していた⾏政機関、医療機関等）

と情報共有を⾏った。
□

亡くなった児童⽣徒の指導記録、作⽂や作品、連絡帳や⽣活ノート、教科書やメモ、プリント類等を即時集約し

て確認・保管した。
□

亡くなった児童⽣徒の机や上履き等の所有物の状況を確認・集約した。 □

教職員に調査の趣旨・対象を説明し、原則として3⽇以内を目途に、できるだけ全ての教職員から聴き取りを実施

した。
□

聴き取り調査の対象となる児童⽣徒の判断を⾏った。

※遺族との関わりの中で得た情報を含め、亡くなった児童⽣徒の学級や部活動、委員会活動等での⼈間関係について学校が把握している情報を踏ま

えた上で、学校が判断すること。

□

聴き取りの前に、対象となる児童⽣徒の保護者に連絡して理解・協⼒を依頼するとともに、保護者や専⾨家と連

携してケア体制を万全に整えた。
□

関係の深かった児童⽣徒に、⾃殺の事実を伝えてよいかどうか遺族の意向を確認した。 □

遺族の了解が得られた場合、関係の深かった児童⽣徒と信頼関係の構築ができている教職員が⾃殺の事実を伝え

た上で、亡くなった児童⽣徒に関して、気になった⾔動、変化等の聴き取りを実施した。
□

⾃殺の事実を伝えたかどうかに関わらず、関係の深かった児童⽣徒に対して、スクールカウンセラー等の専⾨家

を中⼼に、積極的な声掛けを含めた⼼のケアを実施した。
□

⼼のケアを実施する中で、得られた情報については、情報提供者に対して、誰まで、どの程度の内容であれば、

共有してよいかなどの確認を⾏った。
□

チェックポイント チェック

様式２を⽤いて、情報を時系列にまとめるなど整理し、学校の設置者に報告した。 □

チェックポイント チェック

学校の設置者及び学校は、調査結果がまとまった段階で、様式 2 を⽤いて基本調査の結果を遺族に説明した。

※詳細な説明を控えてほしい等の遺族の意向がある場合は、調査結果の概要を⽤いるなどの対応をすることも考えられる。
□

調査結果の概要、様式２を遺族に説明する際、聴き取り等を⾏った児童⽣徒の個⼈情報保護やプライバシーの観

点から、個⼈情報保護法や各地⽅公共団体が制定する情報公開条例等も参考にして、⽒名等個⼈の特定がされる

可能性がある部分を除くなど適切に整理の上、説明を⾏った。

□

調査結果がまとまる前であっても、最初の説明は、調査着⼿からできるだけ１週間以内を目安に⾏った。その

際、詳細調査に先⾏して、アンケート調査や聴き取り調査を実施することが可能であること（指針第４章第２節

参照）について説明を⾏った。

※アンケート調査・聴き取り調査を実施する場合には指針第 5 章第３節を参照のこと。

□

詳細調査について、学校の設置者及び学校の考えを伝えて、様式３を渡すなどして遺族の意向を確認した。 □

基本調査実施後、基本調査の結果を⼦供の⾃殺に係る要因分析・研究にも活⽤することについて、様式 2 等を⽰

しつつ、様式３を⽤いて遺族に同意確認を⾏った。
□

学校の設置者及び都道府県教育委員会等を通じて、児童⽣徒の⽒名を除いた形で、様式２を⽂部科学省に共有し

た。
□

（２）基本調査結果の遺族への説明（ｐ18〜19 参照）

２．情報の整理と報告・説明

（１）学校の設置者への報告（ｐ18  参照）

【チェックリストⅢ】基本調査の実施

１．基本調査の実施（ｐ16〜17  参照）

亡くなった児童⽣徒と関係の深かった児童⽣徒への聴き取り調査を実施する場合

【説明日・説明者・説明相手などの記録欄】

（例） 令和○年○月○日、午後○時～○時、○○高等学校長より遺族（両親）に対して様式2を示しながら、基本調

査結果について説明を実施。あわせて、様式３を遺族（父親）に手交。その場において、父親が様式３の同意欄等を

記入いただいたことから、一旦、学校に持ち帰り、翌日、改めて〇〇教諭から写しを遺族（母親）に手交。

［２．（２）の確認：〇年〇月〇日、確認者 ］

［1.から2．（１）までの確認：〇年〇月〇日、確認者 ］



チェック

□

チェック チェックポイント チェック

□

□

チェック

□

□

□

□

□

□

□

□

チェックポイント

指針第４章第１節（３）「詳細調査に移⾏すべき事案の考え⽅」を参考としながら、学校の設置者が、詳細調査へ

の移⾏の判断を⾏った。

※全ての事案について、⼼理の専⾨家等の第三者性が確保された専⾨家を加えた調査組織で詳細調査を⾏うことが望まれる。これが難しい場合は

少なくとも次の場合に、詳細調査に移⾏する。

　ア）学校⽣活に関係する要素が背景に疑われる場合

　イ）遺族の要望がある場合

　ウ）その他学校の設置者が必要と判断した場合

チェックポイント

遺族への説明に当たり、説明事項の整理・確認、説

明者の検討を⾏った。

どのような説明をするのか、あらかじめ遺族から同

意を得るもの、考えを伺うもの等について整理し

た。

チェックポイント

①   調査の⽬的・⽬標

本調査は、⺠事・刑事・⾏政上の責任追及やその他の争訟等への対応を直接の目的とするものでなく、事実関係の確

認のみならず、遺族の事実に向き合いたいという希望に沿いつつ、⾃殺に⾄る過程を丁寧に探り、⾃殺に追い込ま

れた⼼理を解明し、それにより、再発防⽌策を打ち⽴てることを目指すものであることを説明した。

本調査は、関係者の任意の協⼒を前提とした調査であり、事実関係が全て明らかにならない場合や確実的なことが

⾔えないことも想定されることについて説明した。

【基本調査が終了し、詳細調査を⾏うこととなった段階で説明する事項】（ｐ24  参照）

１．詳細調査への移⾏の判断（ｐ20〜21 参照）

【チェックリストⅣ】詳細調査への移⾏の判断・詳細調査の実施

（２）  遺族への説明事項①

遺族が指定する者を調査組織に参画するよう求められた場合には、調査の公平性・中⽴性が確保できなくなることか

ら、職能団体等を通じて推薦を依頼することについて説明した。

③  調査⽅法等についての確認

遺族の要望がある場合には、児童⽣徒への聴き取り等を⾏わないことや聴き取り範囲を調整し、遺族が納得できる

⽅法で⾏うことが可能である旨を説明し、調査⽅法や調査対象について要望を聴き取った。

④  窓⼝となる担当者や連絡先の説明・紹介

遺族との窓⼝となる者を紹介し、連絡先等について説明した。

２．B 詳細調査に移⾏しない場合（ｐ27 参照）２．A 詳細調査に移⾏すると判断した場合

（１）遺族への事前説明の準備（ｐ23  参照）

②  調査組織の構成に関する意向の確認

調査組織の構成については、公平性・中⽴性が確保されるよう⼈選等を⾏う必要があることについて説明した。

遺族から構成員の職種や職能団体、調査体制について要望があるかどうかを確認した。

職能団体等を通じて推薦を依頼する場合には、遺族の意向を伝えることができること、⼀般的に職能団体等からの推

薦を経て調査委員会の委員に就任する者については第三者性が確保されると考えられること、職能団体等における推

薦の⼿続きには時間を要することについて説明した。

遺族に、独⽴⾏政法⼈⽇本スポーツ振興センターの

ホームページに掲載されている災害共済給付制度の

資料を渡し、遺族の状況に配慮しながら説明を⾏っ

た。

□

基本調査の内容について、様式２を⽤いて取りま

とめ、得られた資料とともに保存した。

※遺族が詳細調査を望まない場合でも、指針第４章第１節

（３）のア）や ウ）に該当する場合には、基本調査で得た資

料を、守秘義務を担保しつつ、第三者性が確保された専⾨家

等の助⾔を得ながら、学校の設置者が、得られた情報の範囲

内での検証や再発防⽌策を検討する必要がある。

□

【２．（１）と（２）に係る説明日・説明者・説明相手などの記録欄】

（例） 令和8年○月○日、午後○時～○時、○○教育委員会○○より遺族（母親）と同席した代理人に対して災害

共済給付制度及び詳細調査について説明を実施。

［１．から2．（1）までの確認：〇年〇月〇日、確認者 ］

［２．（２）の確認：〇年〇月〇日、確認者 ］



チェック

□

□

□

□

□

（３）調査組織の設置（ｐ28〜31  参照）

チェックポイント

調査組織の構成について、従前の経緯や事案の特性等を踏まえつつ、公平性・中⽴性を確保し、客観的な事実

認定を⾏うことができる体制を検討した。

※特段の事情がある場合を除き、第三者性が確保された専⾨家を加えた調査組織とすること。

※少なくとも以下のような事案においては、委員の専⾨領域や必要な⼈数など、調査組織の構成について特に熟慮する必要性が高いと考えられ

る。

①体罰や不適切な指導等が背景にあると疑われる場合

②学校と関係する遺族との間に不信感が⽣まれてしまっている場合

調査の実施により得られた情報の取扱いについて、調査組織において具体的な⽅針を⽴て、遺族に説明した。

検

討

事

項

調査の趣旨等

その他（　　　　　　　　　　）

調査後の遺族への説明の⾒通し

遺族への説明時期（経過説明を含む）

職能団体等から推薦のあった者が当該事案の関係者と直接の⼈間関係⼜は特別の利害関係を有していないか調

査主体においても確認した。

調査組織の構成員について、守秘義務を課した。

調査組織において、詳細調査の計画と⾒通しを⽴て、調査主体との間で共通理解を図った。

調査⽅法や期間

【説明日・説明者・説明相手などの記録欄】

（例） 令和8年○月○日、午後○時～○時、調査委員長より遺族（母親）に対して調査の実施により得られた情報

の取扱いの具体的な方針について説明を実施。

［２．（３）の確認：〇年〇月〇日、確認者 ］



チェック

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

調査票を含む調査に係る⽂書の保存について、学校の設置者等の⽂書管理規則に基づき⾏うことや、⽂書の保

存期間、保存⽅法を説明した。

詳細調査を実施しても、必ずしも事実関係が全て明らかにならない可能性があることを説明した。

（４）  遺族への説明事項②

⑦  調査結果の提供・説明

調査終了時においては、調査報告書本体⼜はその概要版資料を⽤いつつ、調査結果の説明を⾏うことについて

あらかじめ説明を⾏った。

調査の過程で収集した聴き取りの結果やアンケートの調査票について提供を求められる場合があるが、個⼈情

報保護法や情報公開条例等に基づいて対応することを説明した。

例えば、アンケートの結果について、個⼈名や筆跡等の個⼈が識別できる情報を保護する（例えば、個⼈名は

伏せ、筆跡はタイピングし直すなど）等の個⼈が特定されないような配慮を⾏う必要があり、提供の希望があ

る場合にはそのような対応をとることについて説明した。

指針第５章第７節（５）「調査報告書の公表」における記載を踏まえ、学校の設置者としての⽅針があれば、

説明を⾏うとともに、公表する際は、個⼈情報保護法や情報公開条例等に基づいて対応することを説明した。

⑤  調査⽅法

詳細調査において使⽤するアンケート調査の様式、聴き取り⽅法・⼿順を遺族に対して説明した。

⾃殺の事実を他の児童⽣徒をはじめとする外部に伝えるに当たって、遺族から了解を得た。

※遺族が⾃殺の事実を公表することを望まない場合や異なる死因（例：事故死）と説明するよう求めてきた場合、

詳細調査は、⾃殺の事実を他の児童⽣徒へ伝えなければ実施することが難しい旨説明を⾏い、了解をとること。

⑥  遺族の要望への対応の⽅向性

事前に説明を⾏った段階で遺族から調査組織・調査体制・調査⽅法について要望を聞いている場合には、要望

に対して検討を⾏った結果について説明した。

【調査組織の構成や調査委員等調査を⾏う体制が整った段階で説明する事項】（ｐ25〜26  参照）

調査組織の判断の下で、児童⽣徒の個⼈的な背景や家庭での状況も調査対象として想定している場合には、そ

のことを遺族に対して説明し、必要に応じて協⼒を求めた。

④  調査事項・調査対象

詳細調査において、どのような事項を、どのような対象（聴き取り等をする児童⽣徒等の範囲）に調査するの

かについて遺族に対して説明した。

調査の中で新たな事実が明らかになり、調査対象となる事項が増えることや児童⽣徒から聴き取り等を⾏うこ

とができず、調査の中で対象とする事項を決めていく場合もあるため、そのような場合には臨機応変に対応し

ていくことについて説明した。

調査組織が第三者委員会の場合に、調査事項や調査対象を第三者委員会が決定することも考えられるが、その

場合には、⽅向性が明らかとなった段階で、適切に説明を⾏うことについて伝えた。

職能団体等からの推薦を受けて選出した調査委員については、そのことに触れながら説明を⾏い、公平性・中

⽴性が確保された組織であることを説明した。

③  調査時期・期間（スケジュール、定期報告）

調査を開始する時期や当⾯のスケジュールについて目途を⽰した。

実際に調査を開始すると、新たな事実が明らかになるなど調査が始まってから調査期間が変更になる可能性が

あることを伝えた。

定期的に及び適時のタイミングで経過報告を⾏うことについて説明した。

チェックポイント

①  調査の⽬的と⽬標

調査の目的と目標について説明した。

②   調査組織の構成

調査組織の構成について、調査委員の⽒名や役職を紹介した。

【説明日・説明者・説明相手などの記録欄】

（例） 令和8年○月○日、午後○時～○時、調査委員長より遺族（両親）に対して詳細調査について説明を実施。

［２．（４）の確認：〇年〇月〇日、確認者 ］



チェック

□

□

□

□

□

□

□

□

□

チェック

□

□

チェック

□

チェックポイント

児童⽣徒に対する⾃殺予防教育の実施を含め、当該地域・学校における児童⽣徒の⾃殺の再発防⽌・⾃殺予防

のために何が必要かという視点から、今後の改善策を可能な範囲でまとめた。

４．情報の整理（ｐ35〜36  参照）

５．再発防⽌・⾃殺予防への提⾔（ｐ36  参照）

様々な情報を、参考資料５を参考に区分するなどして整理した。
チェックポイント

整理した情報から事実関係が確認できたこと、確認できなかったことを区別して時系列でまとめた。

聴取・記録・⼼のケアへの配慮の観点から、できるだけ複数の聴取者で聴き取り調査が⾏える体制を整えた。

④  遺族からの聴き取り

遺族の⼼情を理解し、遺族、調査組織、学校の設置者や学校をつなぐ役割を担うキーパーソンを確保した。

調査とは別主体が遺族のケアをすることが必要であることから、精神保健部局など地域の適切な機関につな

ぎ、遺族のケア体制を地域で組んだ。

客観性を保つ意味から、複数で聴き取る体制を整えた。

⾃殺が起こったあとの⼀般的な反応と配慮が必要な児童⽣徒についても同時に資料を配布するなどして、児童

⽣徒の様⼦への配慮と学校との連携を依頼するとともに、⼼理の専⾨家等などによる相談体制についても周知

した。

アンケート調査の実施

アンケート調査結果は、遺族に提供する場合があることをあらかじめ念頭におき、調査に先⽴ち、調査の目的

や⽅法、調査結果の取扱いなどを調査対象となる児童⽣徒やその保護者に説明した。（参考資料２－１及び２

－２参照）。

聴き取り調査の実施

②   学校以外の関係機関への聴き取り

医療機関、福祉部局や⼈権関係部局等これまで対応していた学校以外の機関があった場合、聴き取りを依頼し

た。

③  児童⽣徒に⾃殺の事実を伝えて⾏う調査（広く情報提供を求める必要性がある場合）

児童⽣徒・保護者への調査の協⼒依頼

調査の協⼒依頼をする説明⽂書（参考資料 3 参照）を作成し、事前に遺族の理解を得た上で保護者へ配布し、

調査への協⼒を依頼した。

※アンケートの調査結果について遺族へ提供する場合があることをあらかじめ説明を⾏い、保護者・児童⽣徒から同意を得ておくことが望まし

い。

確

認

事

項 その他（                                                                                        ）

追加調査実施の必要性の有無

基本調査の結果

基本調査の⽅法

基本調査の経過

３．詳細調査の実施（ｐ31〜35 参照）

チェックポイント

①   基本調査の確認

基本調査の確認を⾏った。

［３．から５．までの確認：〇年〇月〇日、確認者 ］



チェック

□

□

□

チェック

□

□

□

７．調査結果の報告（ｐ40〜41  参照）

チェックポイント

調査組織は、調査結果を学校の設置者に報告した。

詳細調査実施後、詳細調査報告書等を⽰しつつ、詳細調査の結果を⼦供の⾃殺に係る要因分析・研究にも活⽤

することについて遺族に同意確認を⾏った。

学校の設置者及び都道府県教育委員会等を通じて、児童⽣徒の⽒名を除いた形で、詳細調査報告書を⽂部科学

省に共有した。

６．遺族等への調査結果の説明・公表（ｐ39〜40  参照）

チェックポイント

公表するか否かについて、遺族の意向等を踏まえつつ、学校の設置者及び学校として、当該事案の内容や重⼤

性、公益上の必要性、公表した場合の当該学校における児童⽣徒への影響等を総合的に勘案して判断した。

調査報告書に記載された個⼈情報等については、児童⽣徒・保護者から同意を得られた範囲で説明した。

※なお、いたずらに個⼈情報を盾に説明を怠るようなことがあってはならない。

調査を通じて確認された事実関係、学校の設置者及び学校の対応の検証、再発防⽌策について説明した（調査

結果の説明⽅法は、基本的には、調査報告書本体⼜はその概要版資料を提⽰⼜は提供し、⼝頭で説明する⽅法

が考えられる）。

※調査報告書に対して、遺族と事前に確認した調査事項について、調査漏れがある場合や調査中に新たな調査すべき事項が出てきた場合等は、遺

族の意向を確認した上で、調査主体⼜は調査組織の判断で、追加で調査を⾏うことが望ましい。

【説明日・説明者・説明相手などの記録欄】

（例） 令和○年○月○日、午後○時～○時、調査委員長より遺族（両親）と同席した代理人に対して詳細調査結果

について説明を実施。

［６．から７．までの確認：〇年〇月〇日、確認者 ］


